
人厚第３３９６号

１ ８ ． ４ ． ３

一部改正 防人計第３５４号

１ ９ ． １ ． ９

一部改正 人制第３３７５号

１９．３．３０

一部改正 防人給第７８９６号

２６．５．３０

長 官 官 房 長

施設等機関の長

各 幕 僚 長

情 報 本 部 長 殿

技術研究本部長

契 約 本 部 長

防衛施設庁長官

人 事 教 育 局 長

地域手当の運用について（通知）

標記について、防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令の一部を改正する政令

（平成１８年政令第９０号。以下「改正令」という。）附則第９条及び防衛庁職員

給与施行規則（昭和４４年総理府令第４５号。以下「規則」という。）第５条の規

定に基づき、下記のとおり定められ、平成１８年４月１日から適用することとされ

たので通知する。

なお、調整手当の運用について（人３第７２３５号。４．１２．１６）は廃止さ

れたので、併せて通知する。

記

１ 改正令附則第９条第２項本文又は第５項本文の規定により防衛大臣が定める場

合は、一般職に属する国家公務員における経過措置対象地域又は八尾市に引き続

き在籍していた場合その他当該場合との権衡上必要があると認められる場合に対

する地域手当の支給の例による。

２ 改正令附則第９条第２項ただし書又は第５項ただし書により防衛大臣の定める

こととされている地域手当の支給については、一般職に属する国家公務員の例に

よる。

２の２ 防衛省の職員の給与等に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成１

９年政令第５７号）附則第３条に規定する防衛大臣が定める場合は、一般職に属

する国家公務員について定められるところの例による。



３ 規則第５条の規定により防衛大臣が定めることとされている地域手当を支給さ

れる場合は、次の各号のいずれかに掲げる場合とする。

(1) 防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号。以下「法」

という。）第１４条第２項において準用する一般職の職員の給与に関する法律

（昭和２５年法律第９５号。以下「一般職給与法」という。）第１１条の３又

は第１１条の６の規定による地域手当の支給を受けていた職員が、その在勤す

る地域若しくは官署を異にして異動し、又は当該職員の在勤する官署が移転し、

かつ、当該異動又は移転（以下「異動等」という。）の日において、当該職員

が自衛官（法第６条第２項に定める自衛官を除く。以下同じ。）となり、その

者が当該異動等の日の前日に自衛官であったものとした場合に法第１４条第２

項において準用する一般職給与法第１１条の７第１項本文の規定に該当するこ

ととなる場合

(2) 法第１４条第２項において準用する一般職給与法第１１条の３の規定による

地域手当の支給を受けていた自衛官が、異動等し、かつ、当該異動等の日にお

いて自衛官以外の職員となり、その者が当該異動等の日の前日に自衛官以外の

職員であったものとした場合に法第１４条第２項において準用する一般職給与

法第１１条の７第１項本文又は第２項本文の規定に該当することとなる場合

(3) 法第１４条第２項において準用する一般職給与法第１１条の３第１項に規定

する地域若しくは官署又は法第１４条第２項において準用する一般職給与法第

１１条の６第１項に規定する官署に在勤していた職員で異動等により法第１４

条第２項において準用する一般職給与法第１１条の７第１項本文又は第２項本

文の規定による地域手当の支給を受けていた職員（以下「異動保障職員」とい

う。）が、自衛官となった場合

(4) 異動等により法第１４条第２項において準用する一般職給与法第１１条の７

第１項本文の規定による地域手当の支給を受けていた自衛官（以下「異動保障

自衛官」という。）が、自衛官以外の職員となった場合

(5) 異動保障職員が、自衛官となり、かつ、当該自衛官となった日に異動等し、

当該異動等の直後に在勤する地域若しくは官署が法第１４条第２項において準

用する一般職給与法第１１条の３第１項に規定する地域若しくは官署に該当し

ない場合又は当該異動等の直後に在勤する地域若しくは官署に係る改正令附則

第８条第２項の規定による地域手当の支給割合が当該異動保障職員となった日

の前日に自衛官であったものとした場合にその日に受けることとなる地域手当

の支給割合に達しない場合

(6) 異動保障自衛官が、自衛官以外の職員となり、かつ、当該自衛官以外の職員

となった日に異動等し、当該異動等の直後に在勤する地域若しくは官署が法第

１４条第２項において準用する一般職給与法第１１条の３第１項に規定する地

域若しくは官署若しくは法第１４条第２項において準用する一般職給与法第１

１条の６第１項に規定する官署に該当しない場合又は改正令附則第８条第１項

の規定により一般職に属する国家公務員の例によることとなる地域手当の支給

割合が当該異動保障自衛官となった日の前日に自衛官以外の職員であったもの



とした場合にその日に受けることとなる地域手当の支給割合に達しない場合

(7) 前各号に掲げるもののほか、特に防衛大臣が必要と認める場合

４ 前項各号に掲げる場合に該当する職員に対する地域手当の支給割合は、次の各

号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に定める割合とし、当該割合による地域

手当の支給を受ける期間は、法第１４条第２項において準用する一般職給与法第

１１条の７第１項又は第２項の規定の例による。

(1) 前項第１号、第３号又は第５号に該当する職員 当該異動等の日の前日（前

項第５号に該当する職員が異動保障職員となってから２年を経過するまでの間

にあっては、異動保障職員となった日の前日）において法第１４条第２項にお

いて準用する一般職給与法第１１条の３の規定の適用を受けるものとした場合

における同法第１１条の７第１項各号に規定する期間の区分に応じて得られる

割合

(2) 前項第２号、第４号又は第６号に該当する職員 当該異動等の日の前日（前

項第６号に該当する職員が異動保障自衛官となってから２年を経過するまでの

間にあっては、異動保障自衛官となった日の前日）において法第１４条第２項

において準用する一般職給与法第１１条の３又は第１１条の６の規定の適用を

受けるものとした場合における同法第１１条の７第１項各号又は第２項各号に

規定する期間の区分に応じて得られる割合

(3) 前項第７号に該当する職員 前２号の規定に準じて防衛大臣が認める割合


